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  令和８年   熊本県議会６月定例会会議録     第５号 

 

令和８年６月15日(月曜日) 

   ――――――――――――――――― 

   議事日程 第５号 

  令和８年６月15日(月曜日)午前10時開議 

 第１ 一般質問(議案に対する質疑並びに県の

一般事務について) 

 第２ 議案等に対する質疑(第１号から第19号

まで) 

 第３ 知事提出議案の委員会付託(第１号から

第19号まで) 

 第４ 請願の委員会付託 

 第５ 休会の件 

   ――――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

 日程第１ 一般質問(議案に対する質疑並びに

県の一般事務について) 

 日程第２ 議案等に対する質疑(第１号から第

19号まで) 

 日程第３ 知事提出議案の委員会付託(第１号

から第19号まで) 

 日程第４ 請願の委員会付託 

 知事提出議案の上程(第20号から第23号まで) 

 日程第５ 休会の件 

     ――――――○―――――― 

出席議員氏名(46人) 

            星 野 愛 斗 君 

            髙 井 千 歳 さん 

            住 永 栄一郎 君 

            亀 田 英 雄 君 

            幸 村 香代子 君 

            杉 嶌 ミ カ さん 

            立 山 大二朗 君 

            斎 藤 陽 子 さん 

            本 田 雄 三 君 

            岩 田 智 子 君 

            堤   泰 之 君 

            南 部 隼 平 君 

            前 田 敬 介 君 

            坂 梨 剛 昭 君 

            荒 川 知 章 君 

            城 戸   淳 君 

            池 永 幸 生 君 

            竹 﨑 和 虎 君 

            吉 田 孝 平 君 

            中 村 亮 彦 君 

            増 永 慎一郎 君 

            前 田 憲 秀 君 

            髙 島 和 男 君 

            松 村 秀 逸 君 

            岩 本 浩 治 君 

            西 山 宗 孝 君 

            河 津 修 司 君 

            楠 本 千 秋 君 

            橋 口 海 平 君 

            緒 方 勇 二 君 

           髙 木 健 次 君 

            髙 野 洋 介 君 

            内 野 幸 喜 君 

            岩 中 伸 司 君 

            城 下 広 作 君 

            西   聖 一 君 

            山 口   裕 君 

            渕 上 陽 一 君 

            坂 田 孝 志 君 



 

令和８年６月定例会 熊本県議会会議録 第５号（６月15日） 

 

 

- 108 - 

            溝 口 幸 治 君 

            池 田 和 貴 君 

            吉 永 和 世 君 

            松 田 三 郎 君 

            藤 川 隆 夫 君 

            岩 下 栄 一 君 

            前 川   收 君 

欠席議員氏名(１人) 

            西 村 尚 武 君 

   ――――――――――――――――― 

説明のため出席した者の職氏名 

      知    事 木 村   敬 君 

      副 知 事 竹 内 信 義 君 

      副 知 事 亀 崎 直 隆 君 

      知事公室長 府 高   隆 君 

      総 務 部 長 下 山   薫 さん 

      企画振興部長 富 永 隼 行 君 

      理    事 枝 國 智 子 さん 

      理    事 柴 田 英 伸 君 

      健康福祉部長 久 原 美樹子 さん 

      環境生活部長 清 田 克 弘 君 

      商工労働部長 上 田 哲 也 君 

      観光文化部長 梅 川 日出樹 君 

      農林水産部長 深 川 元 樹 君 

      理    事 間 宮 将 大 君 

      土 木 部 長 奥 山 和 弘 君 

      会計管理者 城 内 智 昭 君 

      企 業 局 長 森 山 哲 也 君 

      病 院 事 業 
             千 田 真 寿 君       管 理 者 

      教 育 長 越 猪 浩 樹 君 

      警察本部長 佐 藤 昭 一 君 

      人事委員会 
            坂 野 定 則 君       事 務 局 長 

      監 査 委 員 小 原 雅 之 君 

   ――――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

事 務 局 長 鈴   和 幸 

      事務局次長  
            池 永 淳 一 
      兼総務課長 
      首席審議員 
            坂 本 誠 也       兼議事課長 

      議事課長補佐 吉 田   晋 

     ――――――○―――――― 

  午前10時開議 

○議長(内野幸喜君) これより本日の会議を開き

ます。 

         ――――――○―――――― 

 日程第１ 一般質問 

○議長(内野幸喜君) 日程に従いまして、日程第

１、12日に引き続き一般質問を行います。 

 髙島和男君。 

  〔髙島和男君登壇〕(拍手) 

○髙島和男君 おはようございます。自由民主

党・熊本市二区・髙島和男です。 

 質問に入る前に、一言申し上げます。私は、結

婚して35年、２人の子供を授かり、今では２人の

孫に囲まれた生活を送っています。幼い無邪気な

笑顔を見るにつけ、この国、そして本県を次の世

代にどのような形で引き継ぐのかという問いを、

日々重く受け止めています。 

 振り返れば、我が国は、バブル崩壊以降、失わ

れた30年と言われる停滞の時代を経験してきまし

た。かつて１億総中流とも称されましたが、現在

は給与の中央値の低下が進み、アルファベットの

Ｋを模したＫ字型経済と言われるなど、社会の二

極化と格差が静かに広がっています。 

 さらに、ＳＮＳを通じた情報の偏在や陰謀論な

ど、真偽不明の情報格差も相まって、自らと近い

考えに接しやすい環境が生まれ、社会の対立や不

信が深まっているように感じます。 

 これが政治にも影響を及ぼし、既存政党への評

価の揺らぎや過激な主張への支持の広がりにつな

がっているのではないでしょうか。 
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 また、国際社会に目を転じれば、分断の進行や

力による秩序への傾斜に加え、国際法違反が繰り

返される中で、その扱いに二重基準とも言える状

況が見られ、人権や倫理観が軽視される現実も見

逃せません。 

 こうした現状は、制度疲労あるいは民主主義の

老化による内政のぬかるみとして、先進国に共通

する現象となっているのではないでしょうか。 

 私は、常にこの議場での発言は、後世の県民の

検証に耐え得るものでなければならないとの思い

で登壇しています。本日は、次世代に責任を持つ

一人として、本県の将来像を見据えた視点で質問

を行います。 

 最初に、地方分権の持続可能性と県、市町村の

役割再編についてお尋ねします。 

 1990年代以降進められてきた地方分権改革は、

住民に身近な行政は地方が担うべきとの理念の

下、地方への権限移譲を進めてきました。しか

し、現在、その前提が大きく揺らいでいるとの強

い危機感を抱いています。 

 報道にもあるとおり、地方公務員、とりわけ土

木、建築などの技術職は、充足率が７割程度にと

どまり、応募ゼロの事例も生じています。その結

果、インフラ維持に支障が出始めているとの指摘

もあります。 

 さらに、市町村からは、事務を都道府県に戻し

てほしいといった、いわば逆分権とも言える動き

も見られます。これは、制度と現場のずれが限界

に近づいている表れではないでしょうか。 

 かつて鳥取県知事を務められた片山善博氏は、

市町村で担えないものは都道府県が担うのが自然

であり、地域の実情に応じて役割分担を見直すべ

きと提起されており、私も同様の認識です。 

 国においても、地方制度調査会で役割分担の見

直しが議論されており、2027年末までに具体策が

取りまとめられる予定です。人口減少や団塊ジュ

ニア世代の退職により、今後は行政機能維持の困

難化も懸念されています。 

 こうした中、総務省は、市町村事務の都道府県

への移管や広域連携、デジタル化の方向性を示

し、他県では役割分担見直しの検討も始まってい

ます。今、地方分権の前提そのものが問われてい

るのではないでしょうか。 

 地方分権とは、単に仕事を地方に委ねるのでは

なく、責任、権限、負担を一致させることと考え

ます。同時に、この議論は、中央集権的な逆行と

ならぬよう、市町村の意向を踏まえた柔軟な対応

が不可欠です。 

 この現況は、本県においても例外ではなく、こ

こ20数年で職員数は1,000人以上減少し、特に技

術職の確保は厳しい状況です。結果、県、市町村

を通じて、人的基盤が弱体化しているのではない

でしょうか。 

 スクリーンを御覧ください。(資料を示す) 

 これは、総務省データを基に作成した熊本市を

除く本県市町村の建築、土木職の実情です。 

 町村では、該当職員がゼロの自治体も少なくあ

りません。これは、人手不足にとどまらず、基礎

的行政機能を担う体制そのものが揺らいでいるこ

とを示しています。すなわち、分権の前提である

現場で担う力が失われつつあるのではないでしょ

うか。 

 そこで、３点伺います。 

 まず、本県市町村における職員、特に技術職の

確保状況についての認識とインフラ維持や行政運

営に与える影響についてお尋ねします。 

 次に、市町村では、人材不足が深刻化し、現場

からは業務継続に支障が生じかねないとの声もあ

ります。基礎自治体を身軽にする観点からも、今

後、市町村が現在の業務を担い続けることが可能
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とお考えか、それとも役割分担の見直しが必要な

段階に来ていると認識されているのか、お示しく

ださい。 

 最後に、特に技術職や専門業務は、県が広域的

な人材確保や市町村への派遣などを構築すべき段

階に来ていると考えます。こうした仕組みを構築

する考えがあるのか、また、役割分担の見直しに

ついて、いつまでに方向性を示すのか、お答えく

ださい。 

 人口減少下で分権を持続可能な形で再構築でき

るか、今問われるのは、誰が、どの役割を引き受

けるのかという判断です。本県としてどう向き合

うのか、知事の答弁を求めます。 

  〔知事木村敬君登壇〕 

○知事(木村敬君) 髙島議員から、地方分権の持

続可能性と県、市町村の役割再編について御質問

いただきました。 

 かなり骨太なテーマでありますので、少々長く

なりますけれども、お許しいただければと思いま

す。 

 まず、県内市町村職員の確保状況等についてお

答え申し上げます。 

 平成12年に地方分権一括法が施行され、地方へ

の大幅な権限移譲が行われる中、基礎自治体であ

る市町村優先の原則の下、住民生活に身近な保

健、福祉分野を中心に、県から市町村への権限移

譲も積極的に進められてまいりました。 

 一方で、人口減少やそれに伴う人手不足の深刻

化、ＤＸ化の進展など、社会経済情勢が大きく変

化する中で、県と市町村の役割分担も変化してい

くものと考えております。 

 国においても、第34次地方制度調査会におい

て、人材不足の状況を踏まえ、持続可能かつ最適

な形で行政サービスを提供していくために必要な

地方制度の在り方に関する調査、審議が開始され

ております。その中で、国、都道府県、市町村間

の役割分担や関係の在り方についての議論が行わ

れ出しております。 

 このような中、先日、国勢調査の速報値が公表

されたとおり、急速な人口減少や社会情勢の変化

に伴い、県内市町村においても、職員の確保が大

変厳しい状況と伺っております。 

 特に、議員御指摘の技術職員の人材不足が顕著

となっており、昨年度の県の調査でも、土木技師

の募集を行った19市町村のうち、採用計画数を確

保できたのは４市町村のみで、採用計画数47人に

対して、実際の採用数は15人、充足率は約32％と

いう、大変厳しい結果でございました。 

 そのため、県では、インフラ維持や行政運営に

支障を及ぼすことがないよう、広域本部、地域振

興局土木部を中心に、市町村に丁寧に寄り添いな

がら、技術的助言などの支援を行うとともに、財

政等の状況が特に厳しい過疎市町村については、

高度な技術を要するものなど一部の事業について

は、代行受託なども行っております。 

 次に、県と市町村間の役割分担の見直しについ

てお答え申し上げます。 

 県、市町村ともに行政ニーズが多様化する一

方、先ほど来申し上げているように、人口減少に

よる人手不足が深刻化する中で、県と市町村との

間の役割分担は不断に行っていくべきではありま

すが、今必要なのは、県と市町村が連携していか

に行政機能を維持していくかの知恵を絞ることか

と私は思っております。 

 例えば、今お答え申し上げたインフラの維持に

おいては、県も技術職員の確保に大変苦労してお

り、市町村の事業を引き受けるだけの体力はない

ため、県と市町村の役割分担の見直しだけで解決

することにはならないと考えております。 

 私が毎回出席しております地域未来創造会議を
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はじめ、あらゆる機会を活用して、各市町村が抱

える課題について、様々なレベルでの意見交換を

行ってまいっておりますけれども、市町村が担う

法定事務の返上や県から移譲された事務の返還と

いった役割分担の見直しを求めるお声は、現段階

では私は直接には伺っておりません。 

 市町村が今後も法定事務や政策的業務を担い続

けることができるように、まずは負担の軽減にも

つながる業務の集約化とか広域連携の手法などに

ついて、市町村とともに検討してまいりたいと考

えております。 

 他方、市町村が担う法定事務の役割分担の見直

しなどについては、国の法律、制度に関する事項

で、非常に重要な議論ですので、さきに述べまし

た地方制度調査会における議論をしっかりと注視

してまいりたいと考えております。 

 最後に、広域的な人材確保や市町村への派遣な

どの仕組みの構築についてお答え申し上げます。 

 私は、県の重要な課題の多くは、市町村ととも

に取り組まなければ解決できないと考えており、

その意味からも、市町村との連携強化は不可欠で

ありまして、この点は私の最も大事にしている政

治姿勢でございます。 

 その代表的な取組として、本県では、平時から

九州圏内では最大規模となる県と市町村間での職

員の相互交流を現在も実施しております。 

 また、熊本地震を契機として、災害発生時に

は、災害査定業務への技術的な支援に加えて、県

からの職員派遣、県内外の自治体からの応援派遣

を速やかに調整し、被災市町村の行政に支障が生

じないような支援体制も確立しております。 

 また、昨年、さらに県の人事、人材育成基本方

針を改定いたしました。市町村への人材育成、確

保の新たな支援策として、複数自治体における共

同採用方式の導入を盛り込んでおります。現在、

人吉・球磨地域をモデルとして、こうした採用方

式の導入を具体的に検討しております。 

 市町村を取り巻く状況が大きく変化する中、将

来に向けて持続可能な形で行政サービスを提供し

続けられるよう、県として、市町村のニーズを踏

まえながら、柔軟に対応してまいりたいと考えて

おります。 

  〔髙島和男君登壇〕 

○髙島和男君 知事から、市町村だけでなく、県

においても技術職員の確保が厳しく、市町村事業

を引き受ける体力はないとの率直な答弁でありま

した。この点は、人口減少社会における行政運営

の現実として、重く受け止めたいと思います。 

 私は、単に県へ事務を移すべきだと申し上げて

いるのではありません。県も市町村も、人的余力

が限られる中で、従来どおりの行政体制を前提と

していては、立ち行かなくなるのではないかとい

う問題意識を持っています。 

 先日の報道では、人口3,000人規模の自治体

で、橋の終活という表現が使われていました。こ

れは、単なる老朽化問題ではなく、人口減少や技

術職不足の中で、維持管理を担う主体そのものが

失われつつある現実を示しているように思いま

す。 

 今後は、何を続けるかだけでなくて、何を変え

るのか、何を見直すのか、そして、限られた人材

をどこに重点的に配置するのかという視点が不可

欠です。そのためにも、県と市町村が、将来の行

政サービスの在り方や役割分担について、率直に

議論を深めていくことが重要であると申し上げて

おきます。 

 次に、給食費の無償化及びいわゆる高校授業料

無償化の拡充と、それに伴う国と地方の財政関係

についてお尋ねします。 

 国は、子育て世帯の負担軽減や教育機会の均等
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を目的に、小学校給食費の無償化を全国一律で進

め、本年４月から制度がスタートし、現場で運用

が始まっています。 

 その仕組みは、学校給食の食材費について、国

が２分の１、都道府県が２分の１を補助し、市町

村に配分するものですが、都道府県負担分につい

ても、地方交付税措置により財源が手当てされて

います。この結果、制度上は国が全額を負担して

いるかのような構図となっています。 

 また、高校授業料についても、高等学校等就学

支援金制度の見直しにより、所得制限の撤廃や支

給額の引上げが行われ、支援対象が拡大されてい

ます。こうした施策は、子供たちの成長を社会全

体で支える意義のある政策です。 

 ただし、ここで着目すべきは、財源の在り方で

す。地方交付税は、本来地方自治体が地域の現状

に応じて自由に使い道を決めることができる一般

財源です。 

 次に、課題について申し上げますと、今回の給

食費無償化は、国が全額を負担しているように見

える一方で、その財源が地方の一般財源に依存す

る形となっているため、結果としてその使途が制

約される側面を持っているのではないかと考えま

す。 

 また、いわゆる高校無償化の拡充においても、

対象が全世帯に広がったことにより、必要となる

財源規模も増大しており、こうした恒常的な支出

が同様の手法で運用される場合、地方財政への影

響はより一層大きなものとなることが危惧されま

す。 

 このような仕組みが続けば、国が制度を決定

し、地方が実質的にその財源を支えるという構造

が固定化し、地方が地域の実態に応じて政策判断

を行う余地が狭まるおそれがあります。 

 地方自治体は、それぞれ人口構成や産業構造、

地域課題も異なります。本来であれば、限られた

財源を何に重点配分するのかは、地域の実情を最

もよく知る地方自治体自身が判断すべきもので

す。しかし、地方交付税措置という形で事実上使

途が固定化される施策が増えれば、地方自治の根

幹である自主性、自立性が徐々に弱まっていくこ

とにもつながりかねません。 

 ここで重要なのは、制度の持続可能性です。教

育負担の軽減という政策目的は極めて重要です

が、その実現に当たっては、制度だけでなく、財

政運営の在り方についても十分に議論されるべき

です。 

 国が全国一律の制度として実施するのであれ

ば、本来は国が責任を持って安定的な財源を確保

すべきであり、地方交付税という形で実質的に地

方の裁量財源に依拠することには、課題があるよ

うに感じます。 

 また、これは、単なる教育政策にとどまらず、

今後の国と地方の役割分担や地方自治の在り方に

関わる重大な問題であると考えます。 

 以上を踏まえ、３点伺います。 

 まず、給食費無償化及び高校授業料無償化の拡

充により、本県及び市町村財政に与える影響をど

の程度見込んでいるのか、お示しください。 

 次に、地方交付税による財源措置は、今後も安

定的に続くと考えているのか、また、その結果、

地方が地域の実情に応じて政策の優先順位を決め

る自由度が損なわれることはないのか、県の認識

を伺います。 

 最後に、国が全国一律の制度を創設する場合の

財源負担の在り方について、本県の基本的な考え

方と今後の対応について、以上、知事の所見をお

尋ねします。 

  〔知事木村敬君登壇〕 

○知事(木村敬君) お答え申し上げます。 



 

令和８年６月定例会 熊本県議会会議録 第５号（６月15日） 

 

 

- 113 - 

 学校給食費や高校授業料に関するいわゆる教育

無償化――まあ、いわゆるですけれども、につい

ては、昨年12月に都道府県負担を突然求められま

して、私も大変驚いたところでございました。 

 その際、私は、このような全国一律の制度につ

いては、本来であれば全額国の負担において実施

すべきであり、仮に都道府県に負担を求める場合

は、財源措置が必要であると、その考えを申し述

べました。 

 最終的には、地方３団体からの要望などを踏ま

え、地方負担の全額について、地方交付税により

措置することとされたところでございますが、こ

のような経緯も踏まえ、議員からの３点の御質問

にお答え申し上げます。 

 １点目の県及び市町村財政に与える影響につい

てでございます。 

 本県では、令和８年度当初予算における教育無

償化に伴う一般財源の増加は、約59億円になりま

す。ただし、この分は、地方交付税により全額措

置されることとなっておりますので、実質的な県

の財政負担の増加はないものと考えております。 

 また、市町村に対しては、今回のいずれの制度

改正においても、財政負担は求めないこととされ

ています。 

 なお、市町村が実施する学校給食につきまして

は、自主的な判断で食材費を負担してきた場合、

負担の軽減となりますが、実際の食材費が国の負

担額を上回る部分については、依然として自ら負

担するかどうかの判断が求められております。 

 学校給食は、単なる食事ではなく、食育の重要

な教材として、健康な体づくりや望ましい食習慣

の形成などに大きな役割を果たしていると考えま

す。質を低下させることなく、地域の特色を生か

した給食が維持できるよう、今後も教育委員会と

連携し、市町村での実施状況の把握などに努めて

まいりたいと考えております。 

 ２点目の財源措置の安定性、地方の政策への影

響についてお答え申し上げます。 

 いわゆる教育無償化の地方負担分については、

地方財政計画の歳出に全額が計上されておりまし

て、一般財源総額も増額確保されております。そ

のため、他の政策への影響は生じないものと受け

止めております。 

 しかしながら、一方で、議員御指摘のとおり、

必要な財源が十分に確保されなければ、他の政策

にも影響が生じるおそれはございます。そのた

め、今後も、財源措置の状況を注視しながら、必

要に応じて国に対して適切な財源措置を求めてま

いります。 

 ３点目の全国一律の制度創設への財源負担の在

り方についてお答え申し上げます。 

 冒頭申し上げましたとおり、私は、今回のよう

な国主導による全国一律での制度の創設などを行

う場合には、本来的には国が全額を財源負担すべ

きと考えております。 

 特に、一般財源である地方交付税により財源措

置がなされる場合には、議員御指摘いただいたと

おり、地方の自主性が損なわれることがないよう

留意することが必要です。 

 教育や福祉をはじめとする住民に身近なサービ

スの充実が図られること自体は、評価すべきこと

と考えております。しかしながら、一方で、今回

のような事案については、まずは国と地方との役

割分担を整理し、その財源負担の在り方に関する

議論を国と地方で十分に行った上で制度化される

ことが望ましいと考えており、県としても、引き

続き国に対して必要な意見を申し述べてまいりた

いと思います。 

 以上でございます。 

  〔髙島和男君登壇〕 



 

令和８年６月定例会 熊本県議会会議録 第５号（６月15日） 

 

 

- 114 - 

○髙島和男君 全国一律の制度を創設する場合

は、本来的には国が全額を財源負担すべきであ

り、また、地方交付税による財源措置について

は、地方の自主性への配慮が必要との認識が示さ

れたことは、重要な答弁だったと受け止めており

ます。 

 先日の地元紙では、給食費の無償化について、

県内33市町村が、国の補助額だけでは賄えず、自

主財源等で不足分を補っている実態が報じられま

した。 

 答弁にもありましたように、実際の食材費が国

の基準額を上回る場合には、市町村が負担の判断

を求められることになります。 

 また、本県の経常収支比率は、91.5％と高い水

準にあり、自由に使える一般財源の余地は決して

大きくありません。そのような中で、全国一律の

制度が地方交付税措置を基本として積み重なれ

ば、地方が地域の実情に応じて政策の優先順位を

決める余地が徐々に狭まることも懸念されます。 

 教育負担の軽減という政策目的は極めて重要で

す。しかし、その理念を持続可能なものとするた

めにも、国と地方の役割分担や財源負担の在り方

について、今後も丁寧な議論が必要であることを

申し上げておきます。 

 次に、財政調整基金の在り方と本県財政の持続

可能性についてお尋ねします。 

 まず、本県の財政の現状について申し上げま

す。 

 令和８年度当初予算は、歳入、歳出ともに前年

度から905億円増と大幅な規模拡大となってお

り、歳出では、人件費や扶助費など義務的経費の

増加が顕著です。また、投資的経費も増加し、災

害復旧事業費の増など、本県の置かれた状況を色

濃く反映したものとなっています。 

 一方で、財政調整用４基金の残高は、令和７年

度の80億円から令和８年度には152億円へと増加

しており、一見すると財政余力が回復したように

も見受けられます。 

 しかしながら、その内訳を見ますと、純粋な財

政調整基金は僅か18億円にとどまり、大宗は地域

未来基金費や県有施設整備基金、県債管理基金と

いった特定目的基金です。つまり、自由に活用で

きる財源は極めて限定的であり、見かけの残高と

実質的な財政調整力との間に隔たりがあるのでは

ないかと考えます。 

 また、昨年６月に公表された中期財政見通しで

は、災害対応、社会保障関係経費、公債費の増加

などにより、本県の財政運営は今後も厳しい状況

が続くことが示されています。 

 さらに、２月10日の臨時会見で、知事は、令和

８年度当初予算編成で生じた119億円の財源不足

について、事業見直しを行った上で国の財政措置

や県債発行により対応したと説明されました。 

 しかし、本来、こうした財源不足への対応にお

いてこそ、財政調整基金が重要な役割を果たすべ

きではないでしょうか。現状では、その機能が十

分に発揮されていると言い難いと感じています。 

 その上、一般的に都道府県における財政調整基

金は、標準財政規模の５から10％程度が一つの目

安とされる中、本県の水準は、類似団体と比較し

ても低い水準にとどまっています。しかも、熊本

地震や豪雨災害を経験した本県の特性を踏まえれ

ば、財政の緩衝機能として極めて脆弱な状態にあ

ると言わざるを得ません。 

 加えて、現在、全国の自治体では、金利上昇局

面を見据え、地方債の圧縮や財政余力の確保とい

った守りの財政運営へとかじを切る動きも進んで

います。 

 こうした状況を鑑みると、本県においても、単

に基金残高の多寡を論じるのではなく、中期的な
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財政見通しに基づき、どの程度の基金残高が必要

なのかという根拠ある水準と、それを実現するた

めの計画的な積立て及び取崩しの方針を明確にす

る必要があると考えます。 

 そこで、３点お尋ねします。 

 まず、本県の財政調整基金は、18億円という至

って少額、かつ長年にわたり同程度で推移してい

ます。この状況について、県としてどのように認

識しているのか、伺います。 

 次に、財政調整基金の位置づけ及び使途につい

て、県としての整理をお示しください。 

 最後に、中期財政見通しを踏まえ、本県とし

て、財政調整基金の適正な水準をどのように設定

しているのか、また、その水準の根拠をお示しく

ださい。あわせて、その水準を確保するための今

後の基本的な運用の考え方を伺います。 

 さらに、地域未来基金等を含めた財政調整用４

基金という整理について、その考え方及び妥当性

をお尋ねします。 

 以上、総務部長の明確な答弁をお願いします。 

  〔総務部長下山薫さん登壇〕 

○総務部長(下山薫さん) まず、財政調整基金の

認識についてお答えします。 

 本県では、財政調整基金ほか、財源として活用

し得る資金を有している３つの基金を合わせた４

つの基金を財政調整用の基金と整理しています。 

 この財政調整用４基金は、近年80億円程度で推

移していますが、熊本地震や令和２年７月豪雨の

際には、４基金を最大限に活用することで、発災

後直ちに発生する需要にちゅうちょなく着手する

ことができました。 

 この経験から、今後も80億円程度の水準を維持

することが望ましいと認識しています。 

 次に、財政調整基金の位置づけ及び使途につい

てお答えします。 

 本県では、予算編成において財源不足が生じる

場合には、財政調整用４基金をそれぞれの目的に

応じて一般財源の代わりに活用することで対応し

ています。 

 財政調整基金についても、経済状況の著しい変

動や災害などの不測の事態に、迅速かつ柔軟に対

応するという基金の目的に沿って活用を行ってい

ます。同様に、他の３基金についても、それぞれ

の基金の目的の範囲内で財政調整に活用していま

す。 

 ３点目の財政調整基金の適正な水準についてお

答えします。 

 先ほど申し上げましたとおり、財政調整用の基

金は、80億円程度の水準を維持することが望まし

いと認識していますが、令和８年度当初予算にお

いては、令和７年８月豪雨への対応による取崩し

により、52億円程度にとどまっています。 

 そのため、令和９年度の当初予算編成に向け

て、歳入、歳出の両面からサマーレビューを行

い、事業の効率化や改善の検討を行うとともに、

早い時期から予算の最適化や弾力性の確保に向け

た検討を進めていくこととしています。 

 あわせて、議員御指摘の財政調整用の基金の在

り方についても、本県の財政状況を県民により分

かりやすく示すという観点から、見直しについて

検討を進めてまいります。 

 なお、地域未来基金費につきましては、詳細が

明らかになっていなかったこともあり、令和８年

度当初予算編成時点では、一時的に財政調整基金

に計上することとしたものです。 

 今後、国の制度趣旨等を踏まえ、特定目的基金

として新たに設置した上で、適切に活用してまい

ります。 

 引き続き、基金残高の確保と適切な運用に努

め、持続可能な財政運営を行ってまいります。 
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  〔髙島和男君登壇〕 

○髙島和男君 まず、財政調整用４基金の在り方

について、見直しを検討されること、また、地域

未来基金費についても、今後は特定目的基金とし

て整理されるとのことであり、この点は前向きに

受け止めたいと思います。 

 しかし、私は、なお疑問が残ります。答弁で

は、財政調整用４基金として52億円程度の残高が

あるとの説明でありました。 

 知事は、総務省で地方財政に携わってこられた

ので御承知と思いますが、総務省は、基金を財政

調整基金、減債基金、その他特定目的基金に区分

し、それぞれ異なる役割を持つものとして整理し

ています。 

 県債管理基金は県債償還のため、県有施設整備

基金は施設整備のための基金であり、財政調整基

金とは全くもって性格を異にします。にもかかわ

らず、これらを合算した52億円をもって本県の財

政調整力として説明することは、県民に誤解を招

きかねません。 

 重要なのは、基金の総額ではなく、不測の事態

にどれだけ機動的に対応できる財源を有している

かという点です。その意味で、純粋な財政調整基

金が18億円にとどまっているという事実は、重く

受け止めるべきです。 

 今回の見直しについては、検討するとの答弁で

したが、検討にとどめることなく、本県独自の財

政調整用４基金という呼称や整理手法について

も、具体的な見直しにつなげることを強く求めま

す。 

 次に、デジタル教科書の導入と子供の学びへの

影響についてお尋ねします。 

 近年、ＧＩＧＡスクール構想の下、学校現場に

おけるＩＣＴ活用が急速に進展し、デジタル教科

書の導入も現実のものとなってまいりました。 

 こうした中、デジタル教科書を正式な教科書と

認める学校教育法の改正法が成立し、制度化は大

きな節目を迎えました。 

 教育のデジタル化は、個別最適な学びの可能性

を有する一方で、様々な課題も示されており、今

後は制度の具体的な運用が問われる局面にありま

す。 

 今回は、紙のみ、紙とデジタルを組み合わせた

ハイブリッド型、完全デジタルという３つの形態

が、いずれも正式な教科書とみなす方向で検討さ

れており、これは教育の大転換と言えます。 

 他方で、有識者からは、教育のデジタル化は必

ずしも十分なエビデンスに基づいているとは言え

ず、拙速な全国展開は慎重であるべきとの意見や

過度な活用が思考力や読解力の低下につながる可

能性があるとの声もあります。 

 教育は、一度方向性を誤れば、修正は容易では

なく、その影響を受けるのは子供たちです。利便

性や効率性だけでなく、子供の学びにとって何が

本当に望ましいのかという観点から、冷静な議論

が重要であり、制度の具体化には丁寧な検証と幅

広い議論が求められます。 

 文科大臣も、低学年における完全デジタル化に

ついて、慎重な認識を示しており、制度の運用に

当たっては、十分な検証が求められています。 

 また、報道各社の調査では、現場の校長から、

紙とデジタルそれぞれの特性を踏まえ、発達段階

に応じた活用を求める声もあり、現場と制度設計

のすり合わせが肝要です。 

 海外に目を向けると、ＩＣＴ教育を先行した国

々においても、評価は一様ではありません。北欧

諸国では、読解力や集中力への影響が指摘され、

紙教材を重視する紙回帰の動きも見られます。 

 ＯＥＣＤの調査でも、ＩＣＴ活用は、適切な範

囲では効果が認められる一方、過度な使用は学力
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に負の影響を及ぼす可能性があるとされていま

す。 

 それに、文科省の学校保健統計調査では、視力

1.0未満の子供の割合が過去最高水準となってお

り、健康面への影響も看過できません。 

 さらに、浅い読みとも言われる読解の質の変化

も、課題として挙げられています。デジタル媒体

では、情報を流し読みする傾向が強く、深い思考

や理解につながりにくいとの見方です。 

 もちろん、ＩＣＴ活用は、使い方次第で効果を

発揮します。しかし、その運用は現場に委ねられ

る部分が大きく、教員の指導力や学校間の差によ

って教育格差が広がることも懸念されます。 

 こうした点から、デジタル教科書は、可能性と

ともに、教育の質に関わる課題を内包していま

す。 

 そこで、３点伺います。 

 まず、国における制度化の動きを踏まえ、本県

としてこの流れをどう受け止めているのか、特に

教育効果や学びへの影響について、現時点の見解

をお示しください。 

 次に、県内の学校におけるデジタル教科書の活

用実態の把握状況について伺います。 

 また、視力や学習状況への影響、教員負担など

に関し、どのような課題認識を持っているのか、

お尋ねします。 

 最後に、制度導入が本格化することを見据えた

基本方針を伺います。 

 特に、今回、３つの形態から最終的に教育委員

会が採択する制度設計で、その決定は今後の教育

の在り方を左右します。国においても、ガイドラ

イン等の検討が進むと思いますが、最終的に採択

を担うのは教育委員会です。 

 そこで、どのような基準や考え方を重視するの

か、また、紙との適切な併用、発達段階への配

慮、さらには教育の質の確保という視点をどのよ

うに位置づけるのか、以上、教育長にお尋ねしま

す。 

  〔教育長越猪浩樹君登壇〕 

○教育長(越猪浩樹君) まず、デジタル教科書の

導入に関する基本認識についてお答えします。 

 今国会において、これまで紙を補完する教材の

位置づけであったデジタル教科書も、正式な教科

書とする関連法案が成立しました。 

 県教育委員会としましても、児童生徒の多様な

ニーズに応じ、個別最適な学びや協働的な学びの

充実を図っていく上で、デジタル教科書の有効活

用は重要であると認識しています。 

 次に、デジタル教科書の活用の実態と課題認識

についてお答えします。 

 現在、国から全ての小中学校に英語のデジタル

教科書が提供されているほか、算数、数学につい

ても約６割の学校に提供され、段階的な導入が進

められています。 

 各学校においては、デジタル教科書が持つ音声

読み上げや拡大表示等の機能の活用により、学習

に困難を抱える児童生徒への支援や教員による教

材作成の負担軽減にもつながっています。 

 デジタル教科書の導入に当たっては、高い学習

効果が期待されるという利点がある一方で、議員

御指摘のように、視力低下など健康面への影響に

懸念の声が上がっていることも認識しています。 

 現在、国の中央教育審議会においても、対応等

について議論が進められているところであり、県

教育委員会としても、今後の動向を注視し、適切

に対応してまいります。 

 次に、今後の教科書採択の方針についてお答え

します。 

 小中学校の教科書の選定に当たっては、市町村

教育委員会等において、各教科書の調査研究が適
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切に行えるよう、県教育委員会が選定の参考とな

る採択基準や選定資料を策定し、指導、助言を行

っているところです。 

 また、国において、デジタル教科書に関する新

たな検定基準等に関する指針が検討されており、

引き続き情報収集してまいります。 

 教科書には、紙やデジタルといった媒体がある

中で、本年度から、県教育委員会においては、教

科書等の文章を正確に読み解く力を高めるため

に、熊本市を除く県内全ての小学校５年生にリー

ディングスキルテストを実施し、一人一人の実態

を詳細に把握し、授業改善に取り組むこととして

います。 

 今後、学校や児童生徒の実態に応じて、紙とデ

ジタルそれぞれの教科書の良さを生かしながら授

業改善に取り組むことで、教育のさらなる質の向

上に努めてまいります。 

  〔髙島和男君登壇〕 

○髙島和男君 私も、ＩＣＴ活用そのものを否定

するものではありません。実際、熊本市教育委員

会の調査でも、多くの教員がタブレット端末は授

業改善に寄与していると回答しており、その効果

は一定程度認められているものと思います。 

 しかし、教育の世界では、これまでも、これさ

えやれば解決するという形で様々な改革が進めら

れてきました。少人数学級やゆとり教育、英語教

育なども大きな期待を集めましたが、導入後に十

分な検証がなされたのかという課題もあります。 

 今後、教育のデジタル化は進むでしょう。しか

し、教育施策の難しさは、その影響がすぐには現

われず、後になって見えてくる点にあります。 

 法案は成立しましたが、紙とデジタルの最適な

組合せについて、十分な答えが示されているとは

言えません。今回の制度で、最終的な採択を担う

のは教育委員会です。ゆえに、国の方針を踏まえ

つつも、学校現場や子供たちの実態に丁寧に耳を

傾けながら、主体的に判断していただきたいと思

います。 

 そして、導入して終わりではなく、不断の検証

を重ねながら、子供たちにとって本当に望ましい

学びを追求していただくようお願いいたします。 

 最後に、アリーナ整備と熊本の未来像について

お尋ねします。 

 現在、県民の関心は野球場の移転候補地に向け

られていますが、県の整備方針では、県立総合体

育館のアリーナ再整備が最優先課題とされていま

す。 

 こうした中、現総合体育館は、築40年以上が経

過し、現在の利用ニーズやプロスポーツ、興行へ

の対応が困難となっています。 

 さらに、全国的には、Ｂリーグの新たな基準に

より、5,000席規模やＶＩＰ機能、収益性の確保

が求められ、アリーナは、単なる体育館ではな

く、スポーツ、エンターテインメント、交流機能

を併せ持つ都市の核として整備が進んでいます。

その結果、各地で整備が加速し、都市間競争の様

相を呈しています。 

 本県においても、熊本ヴォルターズが地域に根

差した活動を展開し、多くの県民に支持されてい

ることは意義深いことです。 

 そんな中、Ｂリーグにおいては、稼げるクラブ

でなければ生き残れないとの考え方が明確に示さ

れており、アリーナは、単なるホーム施設ではな

く、収益を生み出す経営基盤として捉えられてい

ます。 

 しかるに、実際には、稼働率の確保や収益化に

苦戦する事例も多く、最終的な負担が自治体に及

ぶケースも少なくないと言われています。つま

り、本事業は、夢の施設であると同時に、成立性

が問われる経営事業であるという現実も直視する
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必要があります。 

 また、ヴォルターズの存在はアリーナ整備の重

要な要素ですが、年間試合数には限りがあり、ク

ラブ単独で施設の稼働や収益を支えることには、

一定の制約があるのも現実です。 

 したがって、整備に当たっては、特定の競技や

利用主体にとどまらず、地域全体としてどのよう

に活用し、持続可能な施設として成立させていく

のかという視点が肝心です。 

 本県においても、現行施設ではこうした基準に

対応できず、改修では限界があることが指摘され

ています。よって、今回のアリーナ整備は、熊本

の将来を左右する重大な政策判断と考えます。 

 そこで、３点お尋ねします。 

 まず、アリーナ整備の基本コンセプトについて

です。 

 県は、本事業について、公民連携を前提とした

コンセプト整理を進めるとしていますが、県民ス

ポーツの拠点としての役割と収益性を伴う都市機

能としての役割をいかに両立させるかが鍵となり

ます。このアリーナをどのような戦略拠点として

活用していくのか、具体的なビジョンをお示しく

ださい。 

 次に、事業手法と財政負担についてです。 

 本事業には、多額の投資が伴い、建設後の維持

管理や運営コストも大きな課題です。年間稼働日

数に限りがある中、収益性の確保をどのように図

るのか、ＰＦＩ等による民間資金の導入やリスク

分担の考え方を伺います。 

 また、収益が想定を下回った場合の負担の在り

方について、どのように考えているのか、併せ

て、建設費、運営費を含めた長期的な財政シミュ

レーションをどの段階で示すのか、お尋ねしま

す。 

 最後に、アリーナ整備の持続可能性についてお

尋ねします。 

 社人研の推計によれば、我が国の人口は、2070

年に約8,700万人まで減少するとされています。

本県の人口も、既に戦後間もない1947年頃の水準

にあり、全国では都市機能や公共施設の在り方を

見直すスマートシュリンクの議論が進められてい

ます。 

 今回の整備は、数十年にわたり県民負担を伴う

可能性のある事業です。将来の人口動態や利用需

要の変化を踏まえ、県は本施設が持続的に成立す

ると考えているのか、その根拠も含めてお示しく

ださい。 

 以上、観光文化部長にお尋ねします。 

  〔観光文化部長梅川日出樹君登壇〕 

○観光文化部長(梅川日出樹君) まず、アリーナ

整備の基本コンセプトについてお答えします。 

 新アリーナの整備に当たっては、単なるスポー

ツ競技の受皿としてだけでなく、交流人口を引き

寄せ、まちづくりの拠点として整備することが重

要と考えています。 

 このため、県では、県勢を発展させ、くまもと

新時代を創造する基盤となり、県民に夢や感動を

与え、地域に活力をもたらす拠点となることをビ

ジョンとし、整備を進めてまいります。 

 こうしたビジョンを実現するためのコンセプト

としては、スポーツをする環境と見る環境の両面

の充実や施設を楽しむ複合的な機能の充実、地域

の活性化となるまちづくりの拠点機能の充実が重

要です。 

 このような機能を充実させることで、スポーツ

はもとより、コンサートなどの興行利用が促進さ

れ、収益性の向上を通じた地域活性化や交流人口

の拡大も期待できます。 

 次に、事業手法と財政負担についてお答えしま

す。 
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 施設の再整備に当たっては、民間事業者の参画

や県の財政負担軽減などについても考慮する必要

があります。 

 そのためには、官民の多様な主体の関わりが不

可欠であり、事業手法については、民間の知見や

ノウハウが大いに発揮できるＰＦＩの手法を採用

し、官民共創で推進したいと考えています。 

 現在、事業手法に加え、新アリーナの規模や機

能等の検討、事業費の積算、民間事業者との役割

分担やリスク分担の整理など、ＰＦＩ法に基づく

実施方針等の策定を見据えた作業を進めていま

す。 

 また、施設開業後を見据えた各種スポーツ大会

やイベント等の招致、コンサート等の興行利用の

戦略的な活用推進策の具体化とその収益性を分析

するため、市場調査を開始したところです。 

 収益性を高めることにより、設計、建設、維持

管理などのＰＦＩの事業期間を通じた県費負担が

軽減され、持続的な施設運営を実現することが可

能になると考えています。 

 県としては、持続可能な施設運営を実現する事

業スキームの確立に注力するとともに、開発事業

者の募集段階で、事業費も含めた全体像をお示し

したいと考えております。 

 最後に、人口減少社会におけるアリーナ整備の

考え方についてお答えします。 

 アリーナは、様々なサービスの提供や消費を促

すとともに、多くの雇用を生み出します。 

 国においては、2030年までにスポーツ市場を15

兆円に拡大することを目標に取組が進められてお

り、全国各地でスポーツの成長産業化を通じたス

ポーツ市場の拡大を図るアリーナ改革が進められ

ています。 

 また、民間調査機関によれば、エンターテイン

メント市場も拡大することが見込まれており、ア

リーナの利活用においては、エンターテインメン

ト分野での興行利用も重視されています。 

 このように、アリーナは、スポーツ利用に加

え、コンサートなどスポーツ以外の興行利用を通

じて交流人口を拡大させ、飲食や宿泊、観光等へ

の波及効果や新たなビジネスの創出など、人口減

少下における地方創生の切り札となるものです。 

 県としては、人口減少や社会経済情勢が急速に

変化する中で、スポーツ振興に加え、スポーツ市

場やエンターテインメント市場の成長の果実を取

り込み、新アリーナが県勢を持続的に発展させる

基盤となるよう、しっかりと取り組んでまいりま

す。 

  〔髙島和男君登壇〕 

○髙島和男君 スポーツ市場やエンターテインメ

ント市場の成長、交流人口の拡大など、アリーナ

に期待される様々な効果について説明をいただき

ました。 

 私も、スポーツや文化の振興、さらにはヴォル

ターズをはじめとする地域スポーツの発展に期待

するものであり、その方向性を否定するものでは

ありません。 

 しかし、一方で、全国に目を向ければ、香川県

では、94％という高い稼働率を実現しながらも赤

字とのことです。また、長崎スタジアムシティ

も、強力な民間企業との複合開発による収益構造

があって初めて成立しています。 

 アリーナは、整備すれば成功するのではなく、

整備後にどう経営するかが問われる施設です。だ

からこそ、何のために整備するのかに加え、ビジ

ネスとして成立するのかという視点が必須です。 

 県においては、将来の需要予測や収支見通し、

県民負担について丁寧に示しながら、持続可能性

を十分検証した上で事業を進めていただくことを

要望したいと思います。 
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 今回、質問を通して持続可能性という文言を多

用しました。私は、政治の要諦の一つに、今を生

きる私たちの利益と将来世代の利益との均衡を図

ることがあると考えます。地方政治においても、

目先の空気や単年度の議論に流されることなく、

次世代にどのような地域と財政を引き継ぐのかと

いう、俯瞰的な視点を持ち続ける必要がありま

す。 

 このことを最後に申し上げ、今日の用意した質

問全てを終わります。 

 最後までの御清聴、ありがとうございました。

(拍手) 

○議長(内野幸喜君) この際、５分間休憩いたし

ます。 

  午前10時57分休憩 

         ――――――○―――――― 

  午前11時８分開議 

○議長(内野幸喜君) 休憩前に引き続き会議を開

きます。 

 中村亮彦君。 

  〔中村亮彦君登壇〕(拍手) 

○中村亮彦君 皆さん、おはようございます。先

ほどの髙島先生に続いて、格式高い質問をこれか

らやってまいりたいというふうに思っておりま

す。 

 今日は一般質問の最終日ということで、最後の

質問者となりました。私の前にもう既に８名の先

生方の質問があったわけでありまして、大体県の

課題は出尽くしたかなと少し思っておるところで

ございますけれども、私にとってはこの期の最後

の質問となりそうでございますので、これから地

元の課題、それから前年、前々年に質問した内容

の経過並びに進捗状況等々を問うてまいりたいと

いうふうに考えているところでございます。 

 先週の金曜日でございましたが、一般質問の前

の冒頭の御挨拶のときに、城戸県議が私を名指し

で、今の言葉で言いますと、いじるというような

暴挙に出られたわけでございます。まあ、皆さ

ん、今日は私が壇上に上がるということは御承知

であったろうかというふうに思いますので、何と

言うてやり返すんだろうかというようなことで、

大変大きく期待を持っている方もいらっしゃるか

というふうに思います。私も、昨日まで９つぐら

いそのネタを考えておったところでございますけ

れども、これをやり返してしまうと同レベルとな

ってしまうというようなことで、今日はそれを差

し控えさせていただきたいということを、まず皆

様方に御報告を申し上げておきたいというふうに

思います。 

 それから、企画振興部の富永部長におかれまし

ては、来月７月に御栄転によりまして東京、霞が

関のほうに帰られるかもしれないということでご

ざいます。まだ決定はしてないということでござ

いますので、もしかしたらこの本会議、一般質問

がお別れの質問になるかというふうにも思います

ので、今日は最後の５問目に設定をさせていただ

きました。その５問目に行き着くように、まあ焦

る必要はありませんけれども、急ぐ必要はありま

すので、なるべく早くたどり着きたいと考えてお

るところでございます。 

 早速質問に入りたいと思いますが、知事はじめ

執行部の皆様方におかれましては、明快な御答弁

をよろしくお願い申し上げますとともに、議員各

位におかれましては、最後までの御清聴をよろし

くお願いを申し上げまして、質問に入りたいと思

います。 

 くまもとサイエンスパークにおけるイノベーシ

ョン創発エリアと菊陽町の拠点との連携について

質問をさせていただきます。 

 昨年６月定例会において、私は、知事に分散型
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のくまもとサイエンスパークにおける大学、研究

機関の誘致による人材育成に向けてどのように取

り組んでいくのか、質問をいたしました。 

 私の質問に対し、知事からは、くまもとサイエ

ンスパークにおいて、大学、研究機関の誘致によ

る人材育成は、ビジョンの中核をなすもの、民間

業者の優れた知見やノウハウを最大限活用し、地

元市町とも連携し、スピード感を持って取り組ん

でいきたいとの力強い答弁をいただきました。 

 私は、その上で、ＪＲ駅に近接するという優位

性を生かし、菊陽町が進める原水駅周辺の知の集

積エリアに大学キャンパスを誘致することが、世

界に類を見ない大学の設置という県のビジョンの

実現につながるのではないかと提案をいたしまし

た。 

 そのような中、先日、くまもとサイエンスパー

クの事業推進パートナーとして三井不動産が選定

され、サイエンスパークの中核エリアとなるイノ

ベーション創発エリアの整備やパークマネジメン

ト法人の設立などのプロジェクトが発表されまし

た。 

 三井不動産のノウハウとネットワークを生か

し、半導体関連企業のみならず、国内外の大学、

研究機関の誘致を進める内容であり、産学官連携

拠点としての具体像が示されたことに、私も大き

く期待をいたしておるところであります。 

 一方で、先ほども触れたとおり、菊陽町におい

ても、ＪＲ原水駅や新駅を中心に知の集積エリア

の整備を進め、大学キャンパスの誘致を目指して

おります。さらに、半導体人材育成を目的とした

半導体ミュージアムの整備も検討されておりま

す。 

 知事も、昨年、分散型サイエンスパークは、各

拠点が有機的につながり、相乗効果を生み出すこ

とが重要と答弁をされておられます。今後、県と

菊陽町の取組が、重複することなく、拠点間の連

携や役割分担を整理していく必要があると考えま

す。 

 まさにその点から申し上げれば、今回県が選定

した三井不動産は、これまで菊陽町の土地区画整

理事業の事業検討パートナーの実績も有してお

り、両者の連携がスムーズに図れるのではないか

と考えております。 

 そこで、知事にお尋ねをいたします。 

 県が進めるイノベーション創発エリアと菊陽町

が推進する知の集積エリアとの連携をどのように

図っていくのか、また、その連携によりどのよう

な効果を期待しているのか、知事の見解を伺いま

す。 

  〔知事木村敬君登壇〕 

○知事(木村敬君) 中村議員から、くまもとサイ

エンスパークにおけるイノベーション創発エリア

と菊陽町の拠点との連携について御質問いただき

ましたので、お答え申し上げます。 

 本県のサイエンスパークは、単なる企業集積の

場にとどまらず、大学や研究機関の誘致、さらに

は職住近接の住環境の整備など、多様な機能を複

数の拠点で分担する分散型サイエンスパークを目

指しております。 

 このため、菊陽町、菊池市、合志市、大津町と

いった周辺市町との連携、役割分担は、分散型サ

イエンスパークを実現する上で極めて重要である

と考えております。 

 議員御紹介の菊陽町の土地区画整理事業につい

ては、ＪＲ豊肥本線沿線という優れた立地特性を

最大限に生かしながら、菊陽町が主体となって積

極的に進められておられます。 

 事業区域には、にぎわいエリアや職住近接エリ

アに加え、大学キャンパスなどの誘致を通じて、

学生や研究者が集い、交流する知の集積エリアを
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形成し、半導体ミュージアムの整備なども計画さ

れているものと承知しております。 

 半導体人材の育成、確保は、今や全国的にも喫

緊の課題であり、本県においても最重要テーマの

一つでございます。 

 その意味において、菊陽町が取り組まれる知の

集積エリアの取組は、教育、研究機能の強化を通

じて人材の循環を生み出す、本県が目指す分散型

サイエンスパークにとって重要な拠点の一つであ

ると受け止めております。 

 また、くまもとサイエンスパークの中核拠点で

あるイノベーション創発エリアにおいては、半導

体関連企業の集積に加え、国内外の先端研究機

関、また、さらには企業の研究開発部門などを誘

致して、さらなる新たな技術の創出や高度な人材

を輩出する産学官連携拠点を目指しております。 

 そして、パークマネジメント法人が、その機能

の一つとして産学官連携の橋渡し役、これを担う

ことで、先端研究、デザイン設計、製造、検査、

評価まで一貫した半導体エコシステムの構築を図

っていきたいと考えております。 

 今後は、このイノベーション創発エリアと菊陽

町が進める知の集積エリア、これが相互に補完し

合い、研究、教育、産業が有機的につながってい

くことで、サイエンスパーク全体を牽引していく

ことになると期待しております。 

 その実現に向け、菊陽町はじめ関係市町と意見

交換を重ね、連携を一層強化しながら、くまもと

サイエンスパークの早期実現に向けて全力で取り

組んでまいります。 

  〔中村亮彦君登壇〕 

○中村亮彦君 木村知事が、菊陽町の知の集積の

取組を、教育、研究機能の強化を通じて人材の循

環を生み出す重要な拠点と認識していただいてい

ること、改めて確認できて、大変心強く思ってお

ります。 

 イノベーション創発エリアは、サプライヤーを

はじめとする半導体関連産業が集積し、主に企業

活動を推進する拠点、そして、一方、菊陽町が取

り組む知の集積エリアは、大学キャンパスや先端

研究機関の誘致により高度人材の育成を推進する

拠点と理解をいたしました。 

 私は、この両エリアが一体となって機能するこ

とで、初めて世界に誇れるサイエンスパークが実

現すると考えております。 

 菊陽町の知の集積エリアで学生が学び、ここに

集う研究者たちが新たな技術を創出し、その結果

がイノベーション創出エリアの企業活動につなが

る、そして、企業と連携する実践的な教育、研究

を通じて、これからの熊本、将来の日本の未来を

担う半導体高度人材が育成されるという、このよ

うな好循環を生み出すことが世界に類を見ない熊

本のサイエンスパークの姿であろうと思います。 

 熊本県においては、知の集積エリアとイノベー

ション創発エリアが、その特色を生かし、お互い

の役割を果たすことで相乗効果を発揮し、熊本

県、ひいては日本を牽引できるよう、熊本県、三

井不動産、菊陽町の３者がこのエリアのあるべき

姿を議論する場を設けるなど、菊陽町の取組にも

県が積極的に関わることで、世界に類を見ないく

まもとサイエンスパークを実現してほしいと願っ

ておるところであります。 

 幾つも拠点がこれからできてくるというふうに

思います。これは、特色をはっきりさせると、そ

して、その役割をはっきりさせるということが大

変大事であろうというふうに思います。これが曖

昧だと、同じようなことを各地に散らしてどこで

もやっているということになりますから、そうは

ならないようにしなきゃならないし、また、菊池

市にも新たな県の工業団地ができようとしており
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ます。ここにも、そのことを契機にいろんなサプ

ライ企業であったりあるいは関連企業が張りつく

というようなことがあって、また工場群、企業群

があそこに出来上がるというようなこともあろう

かというふうに思います。 

 あるいは、このＴＳＭＣ、ＪＡＳＭの製品を運

ぶようなそういう物流であったりとかあるいはメ

ンテナンス、いろんな産業が関わるわけでありま

すから、これはいろんな拠点が、これだけではな

くて、まだ幾つもこのエリアにはできてくるんだ

ろうというふうに思いますので、しっかり特色を

明示して施策に取り組んでいただきたいと考えて

おります。 

 次の質問に参ります。 

 将来を見据えた地下水保全対策の推進について

質問させていただきます。 

 私の地元である菊陽町を含む熊本地域、これは

４市６町１村でございますが、生活用水のほぼ

100％を地下水で賄っており、この豊かな地下水

は、人々の暮らしや産業を支えるかけがえのない

資源となっております。 

 そのため、20年以上前から、白川中流域を中心

に、農業者の皆さんによる田んぼへの水張り、い

わゆる水田湛水により地下水涵養の取組が進めら

れてきました。 

 また、近年、菊陽町と合志市にまたがるセミコ

ンテクノパーク周辺においては、ＪＡＳＭをはじ

めとする半導体関連企業の集積が進んでまいりま

した。 

 半導体の生産に当たっては、大量の水を必要と

いたしますが、農業者や企業の皆さんの御尽力に

より冬場にも水張りを行うなど、水田湛水等の取

組は拡大しており、地下水の量はしっかりと守ら

れている状況にあると認識をいたしております。 

 ただ、現状が大丈夫だからと、取組を緩めては

ならないと思っております。地下水は、50年、

100年先を見据えて守っていく必要があります。 

 将来の地域の状況を想像してみると、例えば、

人口減少に伴う農業者の減少や開発等に伴う農地

の減少といった事態が想定されます。将来を見据

えながら、先手先手で対策を考え、実行するとい

うことが重要ですし、その一つとして、農業者の

皆さんの水田湛水の活動に過度に頼らない形での

地下水涵養対策の検討を、より一層進める必要が

あるのではないでしょうか。 

 熊本県と熊本地域11市町村では、本年３月に第

二期熊本地域地下水総合保全管理計画を策定さ

れ、水田湛水等に加え、営農に頼らない涵養対策

にも取り組むこととされております。様々な課題

があると思いますが、ぜひ着実に進めていただき

たいと思います。 

 また、現在、菊陽町では、この地下水管理計画

に基づき、本年４月にオープンしたくまモンアー

バンスポーツパークの隣接地に浸透型の調整池を

整備し、調整池を活用した地下水涵養を進めるこ

ととされております。この取組は、他の先駆けと

なるもので、県や熊本地域にとっても大変重要で

意義あるものだと考えます。 

 このような菊陽町の例も含め、市町村における

新たな涵養対策の取組の検討に当たっては、雨水

等を地下に浸透させる手法や施設の整備等、様々

な観点からの検討が必要になります。 

 市町村では、情報やノウハウが不足する部分も

多くあると思います。県においては、市町村との

情報共有はもちろん、市町村における様々な課題

解決に向け、環境生活部だけではなく、各部局が

連携してしっかりと支援していただきたいと思い

ます。 

 そこで質問いたします。 

 これまでの地下水の保全の取組の成果を踏まえ
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つつ、今後、将来を見据え、長期的な視点の下、

どういった対策を進めていくのか、環境生活部長

にお尋ねをいたします。 

  〔環境生活部長清田克弘君登壇〕 

○環境生活部長(清田克弘君) 地下水は、県民生

活や産業を支える熊本の宝であり、県では、地下

水保全推進本部を中心に、地下水量の保全のため

の取組を進めています。 

 特に、地下水の涵養については、農家の皆様や

企業等の御協力をいただき、冬期湛水が拡大した

ことなどにより、水田湛水による涵養量が令和６

年度には前年度の約1.6倍の約3,300万トンまで増

加するなど、取組が着実に進んでいます。 

 その一方で、水田湛水以外の方法による人工涵

養量は、近年、約1,000万トンと横ばいの状況に

あります。議員御指摘のとおり、人口減少に伴う

農業者の減少など将来を見据えると、営農に頼ら

ない涵養対策も大変重要と認識しています。 

 そのため、本年３月に、県及び熊本地域の11市

町村で策定した第二期熊本地域地下水総合保全管

理計画では、水田湛水の継続等に加え、営農に頼

らない涵養対策を推進することとしています。 

 具体的には、浸透型調整池の活用や工場等の敷

地内涵養の促進、雨水浸透施設の普及促進、公共

工事における涵養対策の推進等に取り組むほか、

民間団体等と連携し、調査研究に取り組んでいま

す。 

 特に、浸透型調整池は、新たな涵養対策のモデ

ルの一つになると考えており、具体化に向けた課

題の洗い出しと対策の検討を進めているところで

す。 

 また、議員御紹介の菊陽町の取組をはじめ、市

町村がこれらに関連した取組を行う場合には、県

の関係部局が連携し、情報提供や技術的な助言を

行うなど、支援してまいります。 

 熊本の宝である地下水を確実に未来へ引き継ぐ

ため、引き続き、市町村や民間団体と連携しなが

ら、地下水総合保全管理計画に基づき、地下水量

の保全にしっかりと取り組んでまいります。 

  〔中村亮彦君登壇〕 

○中村亮彦君 大津町と菊陽町にまたがる白川中

流域における地下水涵養の取組は、協力農家をは

じめとした多くの関係者の御尽力により、着実な

成果を上げておられます。水循環型営農推進協議

会をはじめ、協力農家各位の多大なる貢献に対

し、改めて深く感謝と敬意を申し上げるところで

ございます。 

 その一方で、麦作や大豆から湛水事業への転換

も見受けられ、ＪＡ大型乾燥調整施設――これは

カントリーエレベーターでありますが、の稼働率

低下を招き、施設運営に影響を及ぼすなど、穀物

自給率向上を図る施策との整合に課題も生じてお

ります。水田に頼った涵養のみでは限界があると

認識をいたしまして、今日はこの質問をさせてい

ただいたところであります。 

 先ほど環境生活部長の御答弁では、水田湛水以

外の人工涵養量は年間に1,000万トン、これは横

ばいであるというような御答弁でございました。 

 私が先ほど質問の中で紹介しました浸透型の調

整池、これは菊陽町にあるわけでありますが、こ

れは１年間の涵養能力は300万トンと言われてお

ります。300万トンといいますと、ＪＡＳＭ第１

工場が１日にくみ上げる水の量は1.2万トン、こ

れはみんな当時びっくりしていた話なんですけれ

ども、この1.2万トンの約300倍の涵養能力を持っ

ているということで、非常に高いポテンシャルを

持っているこの調整池であります。 

 ということになりますと、安定的な地下水涵養

インフラとこれは言っていいというふうに思いま

す。農地の涵養だけではなくて――もちろん農家
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の方々が大変御協力をいただいておりますので、

それは順調にこれまで進んでおるところでござい

ますけれども、それでも、それに加えて堅いもの

で今度は涵養するというようなことをこれから目

指していただきたいなというふうに思っておると

ころであります。 

 それに加えて、気象も、最近は大変異常気象が

続いて、大雨が降ったりもして、その大雨の雨水

量の調整にこの調整池は使われるわけであります

けれども、今から住宅地を造るであったりとかあ

るいは企業が何か施設を建てるといったときに

は、この調整池を造りなさいというようなことが

義務づけられることもあるわけでありますけれど

も、このような災害にもしっかり備えてまいらな

ければならない、そのためには調整池もこれから

増えていくだろうというふうに思いますので、そ

こら辺のところも注視していかねばならないなと

いうふうに思っております。 

 昔は、怖いものの例えに、地震、雷、火事、お

やじというような言葉がございました。まあ、こ

の最後のおやじにつきましては、もうその権威は

既に失墜をいたしておりまして、家庭内では誰も

おやじの言うことは聞かぬというようなことで、

今、さしずめ――今うんうんとうなずいていらっ

しゃる方おられるかというふうに思いますけれど

も、その方もそうであろうかというふうに思いま

す。これは、改めて御同情申し上げるものでござ

いますけれども、今はさしずめ地震、雷、火事、

大雨ということになっているんだろうというふう

に思います。 

 それを考えますと、そういう調整池の役割は、

その雨水調整だけではなくて、この涵養にも使え

るというようなことで、これはぜひ菊陽町との連

携も含めて進めていただきたいというふうに思い

ます。 

 次の質問に参ります。 

 若者の世界チャレンジの機会創出について質問

をいたします。 

 近年、ＴＳＭＣをはじめ、県内に拠点を置く外

国企業も増え、熊本県に移住する外国人やインバ

ウンドが年々増加する中、県民が日々の暮らしや

学校生活において異文化に触れる機会も増えてお

ります。 

 私の地元の菊陽町でも、在留外国人の数が

1,000人を超え、外国の方々と町民との交流の場

も年々増加をいたしております。 

 一方で、日本を訪れる外国人と日本から出国す

る国民の数は、2025年で、訪日外国人4,200万人

に対し、出国者はその３分の１の1,400万人にと

どまっております。 

 また、海外の大学等に留学する学生数は、最新

のデータでは約９万人で、ピーク時より２割減、

特に１年以上の長期留学に限ると３割減となって

おり、若者の海外で学び、挑戦しようという姿勢

は、少し薄れているように感じます。 

 もちろん、新型コロナや円安、国際情勢の不安

定さもあると思いますが、私は、この傾向が続く

と、国民の内向き志向が強まり、ひいては日本の

国際的な競争力が低下するのではないかと懸念を

持っております。 

 他県と比べても、外国人や異文化と触れ合う機

会がますます増えていくことが想定される本県に

おいて、若い世代が国際的な視野を持つことは、

本県の将来にとっても極めて重要だと考えます。 

 異文化の本質を学ぶためには、やはり海外に出

て、現地に身を置き、外国人や現地の文化に直接

触れる経験が大切です。語学力や知識を習得する

だけでなく、価値観を理解し、貴重な体験を通し

て時代の潮流を先読みできるような人材に成長し

ていただき、願わくば、将来熊本に帰ってきて、
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様々な分野で活躍してほしいと思っております。 

 また、本県の高校生世代は、小学生のときに熊

本地震を経験しており、それを乗り越えてきた若

者が、早い段階で一度海外に出て異文化に触れ、

自らの経験を発信することは、大変意義深いもの

であろうと思います。 

 現在、県では、若者が海外を目指すきっかけと

なる取組として、海外チャレンジ塾やモンタナ大

学への派遣等の事業に取り組まれておりますが、

ぜひ、若者が海外に目を向け、早い段階で世界に

挑戦できる環境づくりを、より一層推し進めてい

ただきたいと考えております。 

 そこで質問です。 

 若者が世界にチャレンジする機会の創出に向

け、海外への興味や関心を高め、異文化と触れ合

うための取組をどのように推進していかれるの

か、人材育成に力を入れておられる知事のお考え

をお尋ねいたします。 

  〔知事木村敬君登壇〕 

○知事(木村敬君) お答え申し上げます。 

 私は、長年地方創生に携わり、日本各地の可能

性をずっと追求していく中で、いつも地政学的に

その土地土地の価値を見詰めてまいりました。 

 熊本県における地政学的優位性とは、熊本と東

京、熊本と上海、熊本と台北がほぼ同距離にある

ことです。すなわち、アジアに対して開かれるこ

とが、熊本県の勝ちパターンになると考えてまい

りました。 

 ２年前、県知事に就任し、県政運営の柱である

くまもと新時代共創基本方針の重要なキーワード

３つに、世界に広がる、人を育てる、共に創る

と、この３つを掲げまして、その中にある世界に

広がるということを重視してまいりました。 

 議員御承知のとおり、本県では、ＴＳＭＣをは

じめ、半導体関連の外国企業の立地が進むととも

に、国内市場の縮小などを見据えて海外展開を目

指す県内企業も増えており、海外とのビジネス機

会が拡大している状況です。 

 これに伴い、在留外国人が急速に増えており、

県民が日常生活の中で外国人と接する機会も多く

なっています。 

 このような中、若い世代が早くから国際的な視

野や感覚を持つことは、自身の可能性を広げるだ

けではなく、グローバル社会で必要な異文化に対

する理解や創造力を醸成する上でも、極めて重要

と考えております。 

 そのため、県では、くまもと新時代共創総合戦

略において、グローバル人材の育成、多文化共生

社会の実現を重要な施策として掲げ、海外チャレ

ンジ塾や州立モンタナ大学への高校生派遣事業な

ど、若者の海外でのチャレンジを積極的に支援し

てまいりました。 

 これらの取組により、50名を超える若者が海外

の大学などで学び、中には、そこで培った能力を

生かし、卒業後に地元熊本の企業で国際的に活躍

する方も出るなど、成果につながっております。 

 また、県内の各高校でも、台湾、オーストラリ

アをはじめ、海外の学校との姉妹校提携や海外へ

の研修旅行などを通して、高校生が実際に異文化

に触れ、世界に目を向ける機会を創出しておりま

す。 

 さらに、熊本県立大学では、海外留学や海外研

修に毎年100名を超える学生が参加しているほ

か、今年４月に文学部の英語英米文学科をグロー

バル・スタディーズ学科に改組し、より高度な英

語運用能力とグローバル化への対応力を養成する

新たなカリキュラムをスタートするなど、世界で

活躍する人材の育成に取り組んでいます。 

 私は、熊本は日本一伸び代のある県だと考えて

おり、そのポテンシャルを最大限に生かしていく
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ためには、何よりも人づくりが大切だと考えてお

ります。 

 そして、熊本の若者が海外に飛び立ち、貴重な

学びや経験を通じて、日本はもちろん、世界をリ

ードする人材に成長し、様々な形でふるさと熊本

を応援していただくことを期待しております。 

 グローバル人材の育成と多文化共生社会の実

現、そして熊本が持つ地政学的優位性と本県の伸

び代を生かしていくためにも、引き続き、若者が

海外へチャレンジし、世界に広がるための環境づ

くりにしっかりと取り組んでまいりたいと考えて

おります。 

  〔中村亮彦君登壇〕 

○中村亮彦君 県のこの総合戦略において、グロ

ーバル人材の育成と多文化共生社会の実現という

ことであります。 

 グローバル人材というと、非常に幅が広いんで

すが、ただ語学が堪能なだけということでは、こ

れはグローバル人材ではなくて、いろんな多文化

も理解し合いながら、そして世界でいろんな考え

方を学び、それを応用するといったような人材で

あろうかというふうに私は思っております。 

 今の若い方から言いますと、東京や大阪あるい

は海外に出かけていくときも、本当に今飛行機も

ＬＣＣがありますし、いろんな手段でいろんなと

ころへ、遠くへ行けるというような状況にありま

す。まるで私たちが若いときに鶴屋に遊びに行

く、それぐらいの感覚でいろんなところに出かけ

られるということであります。 

 そういう状況の中にあっても、なかなか海外に

住もうとかあるいは海外で暮らしてその文化を学

ぼうという動きは、まだまだやっぱり敷居が高い

といいますか、ちょっと何かまだ普及してないよ

うな感じがしております。 

 しかしながら、これはもう教育委員会も総務部

もしっかり連携し合いながらいろんなチャンスを

与えていただいているというふうに思いますの

で、後は若い人たちがしっかりとそれに興味を持

って、どんどん活用していただきたいなというふ

うに考えております。 

 先ほど質問の中でも申しましたように、今の高

校生世代は、地震のときは小学生であったという

ことです。これを、発信する能力で伝えていただ

きたいし、また、この復興した姿、地震のときの

苦しさ、そういうものも世界に発信するというこ

とは、物すごく意義のあるものだろうというふう

に思います。 

 高校生、大学生世代が、世界に出て、羽ばたい

て学びをするということに関しては、私は早くも

なくて遅くもないというふうに思っております。

そのような多感な時期にいろんな刺激を受けると

いうことは、大変大事なことであろうというふう

に思います。 

 時代の潮流の中にあって、いろんなポイント、

ポイントを振りほどいてみますと、近代史で振り

ほどいても、その時代の社会の仕組みが変わった

りとかあるいはいろんな日本の形が変わるという

ような大きな出来事があるときは、若い人たちの

活躍でそれがなされたわけであります。 

 近代史で言いますと、幕末から明治の時代であ

りますけれども、現在では、ＴＳＭＣ等々の進出

で、今、経済的な黒船来航というようなことを言

われるわけでありますが、実際に黒船が現れた、

ペリーが黒船艦隊を率いて今の神奈川県の浦賀沖

に現れた1853年、この年に、西郷隆盛は25歳、大

久保利通は23歳、木戸孝允は20歳、坂本龍馬17

歳、高杉晋作14歳、久坂玄瑞13歳、そして、後に

初代の日本の総理大臣になられます伊藤俊輔、後

の伊藤博文先生でございますが、この方に至って

は12歳という若さでありました。 
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 ここからいろんな出会いがあって、そして、そ

こで友情と英知を結集させ、そしてその14年後の

大政奉還、1867年でございますが、ここまで突っ

走っていったというような歴史があります。 

 これは、私は思うんですが、日本にいてもそれ

はできるんですけれども、私は、人生をつかさど

るもの、その人生を大きく転換するものは、人と

人の出会いだろうというふうに思います。人が誰

かと出会って、そして、その出会いは、いい出会

いと悪い出会いはもちろんあります。これは、も

う自分で右か左か選ばなきゃなりませんが、どん

な人と出会って、そしてどんな人に影響を与えら

れたか、これは人生の中で大きくつかさどるもの

だろうと私は思っております。 

 ということになれば、若い方々は、国内だけじ

ゃなくてあるいは県内だけじゃなくて、世界で学

ぶ、そのような機会をしっかりとつかんでいただ

きたいというふうに考えているところでございま

す。 

 次の質問に参ります。 

 アーバンスポーツに関する取組の現状と今後の

展開についてお尋ねをいたします。 

 前回、令和６年６月議会において、県からは、

国際大会や全日本クラスの大会の招致、さらには

合宿誘致にも積極的に取り組んでいくとの答弁が

ありました。 

 今年４月には、私が心待ちにしていたくまモン

アーバンスポーツパークが完成し、運用が開始を

されました。パークの完成後、令和８年５月時点

で利用者数が既に8,000人を超えるなど、県内外

から多くの若者を引きつけ、アーバンスポーツの

核となる期待感が高まっております。 

 このような交流人口の拡大に加え、トップスケ

ートボーダーが指導者として菊陽町に移住をされ

ました。さらに、指導者や練習環境を求めて県外

から菊陽町へ移住した家族もいらっしゃると聞き

ました。地域活性化の拠点としての魅力と期待も

高まっていると感じているところであります。 

 また、本施設は、オリンピックなどの国際大会

開催が可能なファイブスター認定を受けておりま

す。このファイブスター認定を受けた施設は、世

界でも４つしかなく、世界的にも高い評価を受

け、今後、世界的な知名度やブランド力の向上も

期待されるところであります。 

 県では、令和６年３月に菊陽町との連携協定を

締結し、これまでもアーバンスポーツの取組を進

めておられますが、世界の拠点とも言えるくまモ

ンアーバンスポーツパークの誕生を契機に、より

一層菊陽町とも連携しながらアーバンスポーツの

聖地化を目指していくことが重要と考えますが、

全国大会や国際大会の誘致を進めるために、県と

しての現在の取組状況と今後どのように取り組ん

でいかれるのか、観光文化部長にお尋ねをいたし

ます。 

  〔観光文化部長梅川日出樹君登壇〕 

○観光文化部長(梅川日出樹君) アーバンスポー

ツについては、令和６年３月に菊陽町と締結した

アーバンスポーツの推進に関する連携協定に基づ

き、競技大会の開催等を通じた機運醸成や大会の

招致に向けた取組を進めるとともに、くまモンア

ーバンスポーツパークの開業を見据え、その発展

的な拡充策を展開してきたところです。 

 例えば、令和５年度からスケートボードの競技

大会として開催してきたアーバンスポーツフェ

ス・くまモンカップについて、昨年度は、ＢＭＸ

を競技種目として追加するとともに、トップアス

リートによるデモンストレーションや多様な競技

の体験機会の提供など、取組を拡充しました。 

 また、県と菊陽町で組織する熊本・菊陽スケー

トボード国内大会実行委員会において、一般社団
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法人日本スケートボード協会が主催するプロツア

ーを招致し、くまモンアーバンスポーツパーク開

業のこけら落としイベントとして、本年４月18日

に開催しました。 

 その他の国内大会や国際大会の招致について

も、菊陽町と連携し、継続的に取り組んでいると

ころです。 

 来年３月には、アーバンスポーツフェス・くま

モンカップをさらに発展させ、競技種目や体験機

会の拡充に加え、県内の学生や企業にも企画運営

に参加していただき、エンターテインメント性の

高いイベント等を開催する予定です。 

 県としては、ファイブスター認定という世界ト

ップレベルのくまモンアーバンスポーツパークを

核に、菊陽町との緊密な連携の下、国際大会、国

内主要大会のさらなる招致や機運醸成イベントの

発展的展開など、アーバンスポーツの聖地化を目

指した取組を積極的に推進してまいります。 

  〔中村亮彦君登壇〕 

○中村亮彦君 観光文化部長から、菊陽町との連

携の下、国内主要大会や国際大会の招致に継続し

て取り組まれていること、さらには、今後もアー

バンスポーツの聖地化に向けて積極的に推進して

いくとの答弁をいただきました。県の強い意思を

改めて確認することができました。 

 改めて申し上げますが、このくまモンアーバン

スポーツパーク、これは世界でもわずか４施設し

かないファイブスター認定を受けた施設でありま

して、熊本県が世界に誇ることのできる貴重な財

産だと思っております。 

 私自身も、この施設を何回も訪れておりますけ

れども、多くの若者や子供たちでにぎわいなが

ら、休日には県外ナンバーの車も多く見られて、

県内外から利用者が集まる様子を目の当たりにし

ております。 

 また、日本が誇るトップスケートボーダーであ

る池田幸太氏が指導者として菊陽町に移住された

ことで、日本一の指導者と世界レベルの施設がそ

ろい、名実ともに誇れる施設となったと思いま

す。 

 加えて、世界選手権を連覇している本県出身の

松本雪聖選手、これは氷川町出身の方でございま

すが、何度もこのパークを利用するなど、熊本か

らトップアスリートが育つ環境も着実に整いつつ

あります。 

 国際大会や全国大会の開催は、競技の普及や選

手育成にとどまらず、国内外から多くの選手や観

客、関係者を呼び込むことで、交流人口の拡大や

地域経済の活性化につながると思っております。

また、大会の様子が世界中に発信されることで、

熊本の知名度向上やブランド力の強化にも大きく

寄与するものと考えます。 

 さらに、トップレベルの選手が集い、その姿を

間近で見ることは、県内の子供にトップスケート

ボーダーの移住や指導環境を求めた県外からの移

住という動きも生まれておりまして、アーバンス

ポーツが新たな人の流れを生み出す可能性も見え

始めております。 

 世界トップレベルの施設を有する今だからこ

そ、その価値を最大限に生かしながら、国内主要

大会や国際大会に加え、海外チームの合宿誘致に

ついても、これまで以上に積極的かつ戦略的に取

り組んでいただきたいと思っております。 

 熊本がアーバンスポーツの聖地として国内外に

広く認知されるよう、大会招致の取組をさらに加

速していただくことを強く要望いたしまして、次

の質問に入ります。 

 セミコンテクノパーク周辺の渋滞対策、特にソ

フト対策について、今回は質問をさせていただき

ます。 
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 セミコンテクノパーク周辺の渋滞ソフト対策に

ついては、ちょうど１年前の６月定例会において

質問をさせていただきました。 

 県は、先月、今年度１回目の熊本県渋滞解消推

進本部会議を開催されましたが、前回の一般質問

から１年間の間に、信号制御の最適化や道路ネッ

トワークの整備などの道路施策、公共交通の利便

性向上や輸送力強化などのソフト対策を進め、成

果を上げておられることと思います。 

 セミコンテクノパーク周辺の状況として、道路

整備などのハード対策は、中九州横断道路に加

え、ＪＡＳＭ前を通る大津植木線の多車線化や合

志インターアクセス道路など、異例のスピードで

整備が進められており、大変心強く感じておりま

す。 

 また、公共交通のソフト対策については、セミ

コンテクノパーク方面の通勤バスの実証運行等に

より、１日当たり約800台分の通勤自動車削減に

つながったことや、昨年９月の官民連携でのオフ

ピーク通勤の取組の結果、大津町室北交差点で朝

のピーク時間帯に交通量が３割減少したことな

ど、これらも大変喜ばしいと思った次第でありま

す。 

 道路整備などのハード対策は、目標のスケジュ

ールを踏まえながら、早期整備に向けて引き続き

頑張っていただきたいと思いますが、ある程度の

時間がかかることは理解をしております。 

 一方で、ソフト対策は、ハード対策に比べて柔

軟な対応が可能であることがメリットであり、そ

の分効果も早く生まれるものだと思っておりま

す。 

 そのため、道路が整備されるまでの間は、ソフ

ト対策について、継続した取組や新たな取組を進

めることが重要であり、特に、朝夕のピーク時間

帯の交通渋滞を解消する対策が必要だと思いま

す。 

 セミコンテクノパーク周辺の企業で働く方は、

個別の事情もあり、車通勤の方が多くいらっしゃ

ると思いますが、これまで以上に公共交通機関を

充実させ、自家用車から公共交通への転換を図る

対策が必要だと考えております。 

 また、渋滞対策を実施した場所で、実際に県民

が交通渋滞が緩和しているという実感を持っても

らうことも大事な視点だと思います。であるなら

ば、取組の内容やその効果についての情報発信

を、さらに意識して取り組む必要があるのではな

いかと考えております。 

 そこで質問です。 

 今後のセミコンテクノパーク周辺の交通渋滞解

消に向けたソフト対策、その対策の効果の情報発

信についてどのように進めていかれるのか、企画

振興部長にお尋ねをいたします。 

  〔企画振興部長富永隼行君登壇〕 

○企画振興部長(富永隼行君) セミコンテクノパ

ーク周辺の渋滞対策、ソフト対策についてお答え

します。 

 セミコンテクノパーク周辺の交通渋滞の解消に

向けては、道路整備などのハード対策に加え、即

効性の高いソフト対策にも取り組んでいるところ

です。 

 ソフト対策の一環として、議員御指摘のとお

り、車から公共交通機関への転換を図ることは、

渋滞解消に大きな効果があり、その転換を進める

ためには、公共交通の利便性をさらに向上させる

必要があります。 

 そのため、今年度は、肥後大津駅や原水駅から

セミコンテクノパーク方面に運行する通勤バスに

ついて、増便等による利便性向上や輸送力強化に

向けた取組を支援し、ＪＲ豊肥本線各駅からの二

次交通を強化してまいります。 
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 さらに、これらと接続するＪＲ豊肥本線につい

ては、車両の増結や運行本数の増加など、引き続

き、ＪＲ九州にしっかりと要望し、早期の実現を

目指してまいります。 

 来月からは、阿蘇くまもと空港と肥後大津駅を

結ぶ阿蘇くまもと空港ライナーについて、有料化

での運行を予定しています。 

 これまで対象者を空港利用者に限定していまし

たが、有料化に合わせて誰でも利用できる地域公

共交通として位置づけることで、車から公共交通

への転換が促進され、渋滞対策にも貢献できるも

のと考えています。また、利用者が多い時間帯の

増便などにより、輸送力及び利便性の向上も図り

ます。 

 さらに、シェアサイクルを運営し、本県とも包

括連携協定を締結しているチャリチャリ株式会社

の取組により、熊本エリアと菊陽エリアの接続が

なされ、利用エリアが拡大されるなど、二次交通

の充実も図られています。 

 これらの取組に加えて、地域の企業等と協力し

た取組も必要となります。 

 企業等とさらなる取組を進めるため、現在、熊

本県渋滞対策パートナー登録制度の登録企業の募

集を行っています。 

 また、９月には、熊本市やパートナー企業等と

連携して、朝のピーク時間帯を避けて通勤するこ

とで、交通渋滞の緩和を図るオフピーク通勤に集

中的に取り組むこととしています。 

 さらに、今後、登録企業の渋滞解消に向けた優

良な取組を表彰する制度を創設し、さらなる企業

の参画を促す新たな施策も進めてまいります。 

 このような対策を進めると同時に、議員御指摘

のとおり、県民の皆様が交通渋滞の緩和を実感で

きるような情報発信が極めて重要と考えていま

す。 

 昨年度は、オフピーク通勤の効果検証として、

交差点88か所の交通量や平均速度の変化を測定

し、例えば、大津町室北交差点では、朝のピーク

時の交通量が約３割減少したことなど、取組の効

果について情報発信を行いました。 

 今年度は、時差出勤等の取組に加え、道路整備

などの対策に関する情報も追加し、県が実施する

渋滞対策の結果として、各月の交通量や平均速度

などの変化を確認できるよう、より効果的な情報

発信に取り組んでまいります。 

 今後も、官民一体となった県民運動を強力に展

開し、時差出勤等の取組や自家用車から公共交通

への転換をさらに推し進めるなど、不退転の決意

を持って、渋滞解消の実現に向けて全力で取り組

んでまいります。 

  〔中村亮彦君登壇〕 

○中村亮彦君 企画振興部長から、対策を今御答

弁いただいたわけでありますが、ＴＳＭＣが来

て、やっぱりいろんな経済的な効果、経済的な浮

揚が期待される中で、いろんな課題もまたあるわ

けであります。 

 で、渋滞しているのは、このセミコンテクノパ

ーク周辺だけではなくて、熊本市内の渋滞箇所な

んか幾つもあるわけであります。しかし、今日

は、セミコンテクノパーク周辺として質問させて

いただいたわけでありますけれども、特にソフト

対策についてですが、なかなかやっぱり見えにく

いというようなところであります。 

 これはハードと大きく違うところなんですけれ

ども、ハードはもちろん時間かかりますから、そ

の間にソフトでしのがなきゃならないということ

でありますし、ハードの場合は、大津植木線、そ

れから合志インターアクセス道路、私たちが通称

呼んでおります菊陽空港線の延伸といったような

ことで、一緒に今異次元のスピードで工事をして
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いただいているところでありますけれども、これ

が令和10年度には完成して、そして供用開始とい

うことになれば、これは、住民の方々を含め、県

民の多くの皆さんが目で見て分かるというような

ところでありますから、これはもう大分変わった

なと、さすがやっぱり世界的企業が来ると地域は

こう変わるんだというようなふうに見えるわけで

ありますけれども、ソフトの場合は、非常にやっ

ぱり見えにくい。だから、私は、これは情報発信

することは非常に大事なことだというふうに思い

ます。 

 今まで右折レーンの延長であったりとか信号制

御等々でずっと忍んできたわけでありますけれど

も、先ほど富永部長の御答弁にもありましたよう

に、パートナー制度をしいて、そして、協力パー

トナーを探して、見つけて、１万人規模のオフピ

ーク通勤というようなことを、ちょうど１年前に

それを発表されたわけでありまして、それが１年

たった今、もう本当にそれは１億人超えていると

いうふうに私ども聞いとるんですけれども、１億

と何か600人とかいう報告を聞いたような気がし

ますが、それぐらい――１万人です。１億人と１

万人じゃ大分違います。１万人のオフピーク通

勤、これも、本当それぐらい数がそろえば、それ

ぐらいの効果があるということでありますから、

いろんな――１億人といったら、日本の人口で

す。 

 本当にそういう施策がしっかりと浸透して、浸

透したところを発信していただきたい。それは非

常に重要なことでありまして、ハードを待つまで

の間だけではなくて、ハードが出来上がってもこ

の取組はずっと続いていくということであります

から、これは非常に大事なことだと思いますの

で、これからもまた力を入れて推進していただき

たいと思います。 

 今日は、御清聴いただいた議員の皆様方に心か

らの感謝を申し上げ、私の一般質問を終わりたい

と思います。 

 ありがとうございました。(拍手) 

○議長(内野幸喜君) 以上で通告されました一般

質問は全部終了いたしました。 

 これをもって一般質問を終結いたします。 

         ――――――○―――――― 

 日程第２ 議案等に対する質疑(第１号から第

19号まで) 

○議長(内野幸喜君) 次に、日程第２、目下議題

となっております議案第１号から第19号まで等に

対する質疑を行いますが、ただいままで通告はあ

りません。よって、質疑なしと認めます。 

         ――――――○―――――― 

 日程第３ 知事提出議案の委員会付託(第１号

から第19号まで) 

○議長(内野幸喜君) 次に、日程第３、目下議題

となっております議案第１号から第19号までにつ

きましては、さきに配付の令和８年６月熊本県議

会定例会議案各委員会別一覧表のとおり、それぞ

れ所管の常任委員会に付託して審査することとい

たします。 

  〔各委員会別一覧表は付録に掲載〕 

         ――――――○―――――― 

 日程第４ 請願の委員会付託 

○議長(内野幸喜君) 次に、日程第４、今期定例

会において受理いたしました請願は、議席に配付

の請願文書表のとおりであります。 

 これを所管の常任委員会に付託して審査するこ

とといたします。 

  〔請願文書表は付録に掲載〕 

         ――――――○―――――― 

 知事提出議案の上程(第20号から第23号まで) 

○議長(内野幸喜君) 次に、お諮りいたします。 
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 知事提出議案第20号から第23号までが提出され

ましたので、この際、これを日程に追加し、一括

して議題といたしたいと思います。これに御異議

ありませんか。 

  〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長(内野幸喜君) 御異議なしと認めます。よ

って、知事提出議案第20号から第23号までを日程

に追加し、一括して議題とすることに決定いたし

ました。 

 知事提出議案第20号から第23号までを一括して

議題といたします。 

     ―――――――――――――――――――――― 

第20号 人事委員会委員の選任について 

第21号 公安委員会委員の任命について 

第22号 収用委員会委員の任命について 

第23号 収用委員会委員の任命について 

     ―――――――――――――――――――――― 

○議長(内野幸喜君) お諮りいたします。 

 ただいま議題といたしました議案に対する提出

者の説明は省略いたしたいと思います。これに御

異議ありませんか。 

  〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長(内野幸喜君) 御異議なしと認めます。よ

って、そのように取り計らうことに決定いたしま

した。 

         ――――――○―――――― 

 日程第５ 休会の件 

○議長(内野幸喜君) 次に、日程第５、休会の件

を議題といたします。 

 お諮りいたします。 

 明16日は、議案調査のため、17日は、各特別委

員会開会のため、18日、19日及び22日は、各常任

委員会開会のため、23日は、議事整理のため、そ

れぞれ休会いたしたいと思います。これに御異議

ありませんか。 

  〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長(内野幸喜君) 御異議なしと認めます。よ

って、明16日から19日まで、22日及び23日は休会

することに決定いたしました。 

 なお、20日及び21日は、県の休日のため、休会

であります。 

          ――――――○―――――― 

○議長(内野幸喜君) 以上で本日の日程は全部終

了いたしました。 

 次の会議は、来る24日午前10時から開きます。 

 日程は、議席に配付の議事日程第６号のとおり

といたします。 

 本日は、これをもって散会いたします。 

  午後０時７分散会 

 

 

 

 

 

 

 


